様式第１号（第７条関係）

富山市まちなか・公共交通沿線宅地再構築事業計画認定申請書

　　年　　月　　日

（宛先）富山市長

　　　　　　　　　　　　申請者　住所又は所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称及び代表者氏名　

　富山市まちなか・公共交通沿線宅地再構築促進事業補助金交付要綱第７条の規定に基づき、富山市まちなか・公共交通沿線宅地再構築事業計画について、別紙のとおり認定を申請します。
なお、事業計画を認定申請するにあたり、以下の事を誓約し、違背したときは理由の如何を問わず、認定及び交付決定についての取り消しを受け、当該補助金の返還を行うことを承諾いたします。

記

１　「居住環境指針（基本指針）」を遵守します。
２　次の各号のいずれにも該当していないことを誓約します。
(１) 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）その他本市のまちづくりに関する条例等の規定により受けた必要な措置を講ずるための指導又は勧告に従っていない者で、当該指導又は勧告に従わないことにつき正当な理由がないと市長が認める者
(２)暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団(以下、「暴力団」という。）及び同法第２条第６号に規定する暴力団員（以下、「暴力団員」という。）

(３)暴力団員が事業主又は役員となっている事業者

(４)暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有すると認められる者
別紙１（様式第１号関係）

提出図書等一覧表（事業計画の認定申請に必要となる図書等）

	提出図書等
	内容
	確認欄

	別紙２
	事業計画書
	事業計画の概要、資金収支計画
まちづくりの目標（公共交通を軸としたまちづくりや環境に配慮したまちづくりなど）
建築協定に定める内容
	

	別紙３
	まちなか・公共交通沿線居住環境指針適合表
	計画内容欄、申請者確認欄
	

	
	計画工程表
	計画、補助、建築協定等の手続き、設計、入札、着工、竣工、
販売等の時期
	

	
	開発区域図（開発行為の場合）又は
施行地区位置図（土地区画整理事業の場合）
	方位、道路及び目標となる建物等
	

	
	土地利用計画図（開発行為の場合）
	宅地、公共施設等の配置及び面積
	

	
	設計図（土地区画整理事業の場合）
	宅地（認定区画）の配置及び面積
公共施設等の配置及び面積
	

	
	消融雪施設整備計画図
	消融雪施設の配置、構造
	

	
	旧耐震建築物又は空き家等の概要が分かる書類
	登記簿謄本、現況写真等
	


別紙２（様式第１号関係）　事業計画書
１．申請者等の概要

	申請者

（開発行為者）
	氏名のフリガナ
	

	
	氏名
	

	
	郵便番号
	

	
	住所
	

	
	電話番号
	


２．開発区域の概要
	開発区域の地名地番
	

	開発区域の面積
	

	予定建築物等の用途
	（　　　　区画）

	用途地域
	
	防火地域
	□防火地域　　
□準防火地域

	建ぺい率
	％
	容積率
	％

	周辺の主要な施設

（名称・距離）
	最寄りの駅又はバス停（　　　　　　　　　・　　㎞　）

幼稚園等　　　（　　　　　　　　　・　　㎞　）

小学校　　　　（　　　　　　　　　・　　㎞　）

中学校　　　　（　　　　　　　　　・　　㎞　）

病院　　　　　（　　　　　　　　　・　　㎞　）

生鮮食料品店　（　　　　　　　　　・　　㎞　）
その他　　　　（　　　　　　　　　・　　㎞　）


３．まちづくりに関する計画の概要

	まちづくりの目標
	

	建築協定に

定める内容
	

	建築協定に関する事務の予定
	　　　年　　　月　事前協議開始

　　　年　　　月　素案作成

　　　年　　　月

　　　年　　　月　


（注）できる限り詳細に記載すること。
４．土地利用計画の概要

	土地利用区分
	面　　積
	比　　率
	備　　考

	住宅用地
	㎡
	％
	

	公益的施設用地
	㎡
	％
	

	公共用地
	㎡
	％
	

	
	道路用地
	㎡
	％
	

	
	公園用地
	㎡
	％
	

	
	その他の公共

施設用地
	㎡
	％
	

	合計
	㎡
	％
	


５．区画ごとの規模

	区画番号
	面積
	予定建築物の用途等

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	住宅用地　計
	区画
	㎡

	その他　計
	区画
	㎡

	合　　計
	区画
	㎡


６．公共施設の整備計画

〔道路〕

	番号
	幅員
	延長
	面積
	管理者
	用地の帰属
	備考

	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	合計
	－
	ｍ
	㎡
	－
	－
	


〔公園等〕

	番号
	面積
	管理者
	用地の帰属
	備　考

	
	㎡
	
	
	

	
	㎡
	
	
	

	
	㎡
	
	
	

	合計
	㎡
	－
	－
	


７．事業実施期間に関する計画

	工事着手（予定）日
	　　　　年　　月　　日

	工事竣工（予定）日
	　　　　年　　月　　日


　（注）詳細な「計画工程表」を別途添付すること。

８．資金収支計画

	支　　　出
	収　　　入

	科　　目
	金　　額
	科　　目
	金　　額

	用地費
	円
	処分収入
	円

	工事費
	円
	宅地処分収入
	円

	測量費
	円
	
	円

	整地工事費
	円
	
	円

	道路工事費
	円
	市補助金
	円

	給水施設工事費
	円
	自己資金
	円

	排水施設工事費
	円
	借入金
	円

	擁壁工事費
	円
	
	円

	公園工事費
	円
	
	円

	その他工事費
	円
	
	円

	附帯工事費
	円
	
	円

	事務費
	円
	
	円

	
	円
	
	円

	合　　　計
	円
	合　　　計
	円


別紙３（様式第１号関係）

まちなか・公共交通沿線居住環境指針適合表

住宅団地

	項目
	内容
	指針
	区分
	計画内容
	確認欄

	(１)
目標
	ア　
目標
	(ア)開発区域において、本市のまちづくりの方針に合致したまちづくりの目標を設定していること。
	遵守
	
	合・否

	(２)
規模
	ア　
宅地開発の規模
	(ア)開発区域の面積が1,000㎡以上で、道路の整備を伴う宅地開発であること。
	遵守
	
	合・否

	
	イ　
空き家等の除却
	(ア)旧耐震建築物又は空き家等の除却を2戸以上含むこと。
	遵守
	
	合・否

	(３)
用途
	ア　
土地の用途
	(ア)宅地開発によって整備される土地の用途は、道路、公園又はゴミステーション等の公共の用に供する場合を除き、全区画を住宅用途（一戸建ての専用住宅用地又は併用住宅用地）とする。ただし、一連の住宅用途の区域と用途を指定しない区域が道路や街区等で明確に区別されている場合は、この限りではない。
	遵守
	
	合・否

	
	イ　
住宅用途の敷地面積
	(ア)全区画が150㎡以上であること。
	遵守
	
	合・否

	
	ウ　
併設施設
	(ア) 住宅用途の区域内において、店舗、事務所等その他これに類する用途が住宅と併存する建築物については、その用途が住宅または周辺の居住者に風紀上、安全上及び衛生上又は生活環境を維持する上に悪影響を及ぼすおそれのないものとすること。
(イ) 住宅用途の区域内において、店舗、事務所等その他これに類する用途が住宅と併存する建築物については、住宅部分の床面積が  1/2 以上を占めるものとすること。
	遵守
	
	合・否

	(４)
景観
	ア 敷地の緑化
	住宅用途の区域内の区画について、以下の基準に適合
(ア)緑化面積は敷地面積の100分の5以上を確保すること。
(イ)敷地面積の100分の2以上の緑化面積については、接道部などに重点を置いた配置とすること。
(ウ)敷地の緑化については、制度要綱別表第４に規定する緑化基準によるものとする。
	配慮
	
	合・否

	(５)
付帯施設等
	ア 消融雪施設
	(ア) 原則住宅用途の区域内の道路には消融雪施設を設置すること。
	遵守
	
	合・否

	(６)建築協定等
	ア 建築協定等
	(ア) 住宅用途の区域には、建築協定を定め、項目 (１) (３) (４)について定めること。
	遵守
	
	合・否


様式第３号（第１０条関係）

富山市まちなか・公共交通沿線宅地再構築事業計画
変更認定申請書

　　年　　月　　日

（宛先）富山市長

　　　　　　　　　　　　申請者　住所又は所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称及び代表者氏名　

　　　年　　月　　日付け富山市指令　　第　　　号をもって認定を受けた富山市まちなか・公共交通沿線宅地再構築事業計画について、富山市まちなか・公共交通沿線宅地再構築促進事業補助金交付要綱第１０条第１項の規定に基づき、次のとおり変更の認定を申請します。

記

１ 変更後の事業計画

別添のとおり

２ 変更内容及び変更理由

	変更前の内容
	変更後の内容
	変更理由

	
	
	


様式第５号（第１１条関係）

富山市まちなか・公共交通沿線宅地再構築事業計画
地位承継承認申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

（宛先）富山市長

　　　　　　　　　　　　申請者　住所又は所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称及び代表者氏名　

　富山市まちなか・公共交通沿線宅地再構築促進事業補助金交付要綱第１１条第２項の規定に基づき、　　年　　月　　日付け富山市指令　　第　　号をもって認定を受けた事業計画について、次のとおり地位の承継を申請します。

　　

	認定計画の地区名
	

	認定事業者の氏名

又は名称
	　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	認定事業者の住所

又は所在地
	

	申請者と認定事業者

との関係
	

	理　　　　　由
	


（添付書類）

　・地位の承継のあった事実を証する書類

様式第７号（第１２条関係）

富山市まちなか・公共交通沿線宅地再構築事業計画

中止（廃止）届

　　年　　月　　日

（宛先）富山市長

　　　　　　　　　　　　申請者　住所又は所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称及び代表者氏名　

　　　年　　月　　日付け富山市指令　　第　　　　号をもって認定を受けた富山市まちなか・公共交通沿線宅地再構築事業について、事業を中止（廃止）したいので、富山市まちなか・公共交通沿線宅地再構築促進事業補助金交付要綱第１２条の規定により、次のとおり届け出ます。

記

１ 中止（廃止）の理由

様式第９号（第１５条関係）

富山市まちなか・公共交通沿線宅地再構築促進事業補助金

交付申請書

　　年　　月　　日

（宛先）富山市長

　　　　　　　　　　　　申請者　住所又は所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称及び代表者氏名　

　富山市まちなか・公共交通沿線宅地再構築促進事業補助金の交付を受けたいので、富山市まちなか・公共交通沿線宅地再構築促進事業補助金交付要綱第１５条の規定により、次のとおり申請します。なお、申請に必要な範囲で、申請者の住所又は所在地や市税の課税・納税状況について調査し、必要な情報を得ることに同意します。

記

１　交付申請額　　　金　　　　　　　円
　　内訳　再構築補助費　　　　　　　円
　　　　　除却補助費　　　　　　　　円
２　添付書類　　別紙のとおり

３　振込先
	金融機関
	　　　　　銀行・信用金庫・信用組合
　　　　　農協・その他（　　 　）　　　　　 　店

	預金種目
	普通・当座・（　　　　   　　 ）

	口座番号
	
	
	
	
	
	
	

	フリガナ
	

	口座名義
	


※申請者口座以外に振込を希望される場合は、下記の委任状も併せて記入してください。
　本件に係る金額の領収に関する一切の権限を下記のものに委任します。
　受任者　住所又は所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　氏名又は名称及び代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

別紙１（様式第９号関係）

提出図書等一覧表（補助金交付申請に必要となる図書等）

	提出図書等
	内容
	確認欄

	別紙２
	事業実績書
	完成した事業の概要、資金収支報告
	

	別紙３
	まちなか・公共交通沿線居住環境指針適合表
	計画内容欄、申請者確認欄
	

	別紙４
	交付申請額の算定方法
	交付申請額の算定方法
	

	
	実施工程表
	計画、補助、建築協定等の手続き、設計、入札、着工、竣工、販売等を表示した計画工程表に実施工程を朱書きで表示
	

	
	開発許可に関する書類
（開発行為の場合）
	宅地、公共施設等の配置及び面積がわかるもの
開発許可書及び開発行為検査済証の写し
	

	
	換地計画認可申請の事業計画等に関する書類

（土地区画整理事業の場合）
	宅地（認定区画）の配置及び面積及び公共施設等の配置及び面積がわかるもの事業計画認可書及び換地計画認可書の写し
	

	
	消融雪施設整備に関する書類
	消融雪施設の配置、構造がわかるもの
道路占用許可書、道路占用許可申請書及び工事完成届の写し、消融雪施設整備の工程写真（工事前、施工中、工事後）
	

	
	建築協定等に関する書類
	建築協定認可書の写し、建築協定書
	

	
	住宅用途の区域内の土地登記簿謄本（全部事項証明書）及び公図
	土地利用計画の内容が反映されたもの（開発行為の場合）
換地処分の内容が反映されたもの（土地区画整理事業の場合）
	

	
	支払を証する書類
	旧耐震建築物又は空き家等の除却に要した費用の支払いが確認できるもの
	

	
	市町村税の納税証明書
	発行日から概ね1ヶ月以内のもの
	

	
	その他市長が必要と認めるもの
	変更に伴う書類（変更認定を必要としない場合）等
	


別紙２（様式第９号関係）事業実績書

１．申請者等の概要

	申請者

（開発行為者）
	氏名のフリガナ
	

	
	氏名
	

	
	郵便番号
	

	
	住所
	

	
	電話番号
	


２．開発区域の概要
	開発区域の地名地番
	

	開発区域の面積
	

	予定建築物等の用途
	（　　　　区画）

	用途地域
	
	防火地域
	□防火地域　　
□準防火地域

	建ぺい率
	％
	容積率
	％

	周辺の主要な施設

（名称・距離）
	最寄りの駅又はバス停（　　　　　　　　　・　　㎞　）

幼稚園等　　　（　　　　　　　　　・　　㎞　）
小学校　　　　（　　　　　　　　　・　　㎞　）

中学校　　　　（　　　　　　　　　・　　㎞　）

病院　　　　　（　　　　　　　　　・　　㎞　）

生鮮食料品店　（　　　　　　　　　・　　㎞　）

その他　　　　（　　　　　　　　　・　　㎞　）


３．まちづくりに関する計画の概要

	まちづくりの目標
	

	建築協定に

定める内容
	

	建築協定に関する事務の予定
	　　　年　　　月　事前協議開始

　　　年　　　月　素案作成

　　　年　　　月

　　　年　　　月　


（注）できる限り詳細に記載すること。
４．土地利用計画の概要

	土地利用区分
	面　　積
	比　　率
	備　　考

	住宅用地
	㎡
	％
	

	公益的施設用地
	㎡
	％
	

	公共用地
	㎡
	％
	

	
	道路用地
	㎡
	％
	

	
	公園用地
	㎡
	％
	

	
	その他の公共

施設用地
	㎡
	％
	

	合計
	㎡
	％
	


５．区画ごとの規模

	区画番号
	面積
	予定建築物の用途等

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	
	㎡
	

	住宅用地　計
	区画
	㎡

	その他　計
	区画
	㎡

	合　　計
	区画
	㎡


６．公共施設の整備計画

〔道路〕

	番号
	幅員
	延長
	面積
	管理者
	用地の帰属
	備考

	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	合計
	－
	ｍ
	㎡
	－
	－
	


〔公園等〕

	番号
	面積
	管理者
	用地の帰属
	備　考

	
	㎡
	
	
	

	
	㎡
	
	
	

	
	㎡
	
	
	

	合計
	㎡
	－
	－
	


７．事業実施期間に関する計画

	工事着手日
	　　　　年　　月　　日

	工事竣工日
	　　　　年　　月　　日


　（注）詳細な「実施工程表」を別途添付すること。

８．資金収支報告

	支　　　出
	収　　　入

	科　　目
	金　　額
	科　　目
	金　　額

	用地費
	円
	処分収入
	円

	工事費
	円
	宅地処分収入
	円

	測量費
	円
	
	円

	整地工事費
	円
	
	円

	道路工事費
	円
	市補助金
	円

	給水施設工事費
	円
	自己資金
	円

	排水施設工事費
	円
	借入金
	円

	擁壁工事費
	円
	
	円

	公園工事費
	円
	
	円

	その他工事費
	円
	
	円

	附帯工事費
	円
	
	円

	事務費
	円
	
	円

	
	円
	
	円

	合　　　計
	円
	合　　　計
	円


別紙３（様式第９号関係）

まちなか・公共交通沿線居住環境指針適合表

住宅団地

	項目
	内容
	指針
	区分
	計画内容
	確認欄

	(１)
目標
	ア　
目標
	(ア)開発区域において、本市のまちづくりの方針に合致したまちづくりの目標を設定していること。
	遵守
	
	合・否

	(２)
規模
	ア　
宅地開発の規模
	(ア)開発区域の面積が1,000㎡以上で、道路の整備を伴う宅地開発であること。
	遵守
	
	合・否

	
	イ　
空き家等の除却
	(ア)旧耐震建築物又は空き家等の除却を2戸以上含むこと。
	遵守
	
	合・否

	(３)
用途
	ア　
土地の用途
	(ア)宅地開発によって整備される土地の用途は、道路、公園又はゴミステーション等の公共の用に供する場合を除き、全区画を住宅用途（一戸建ての専用住宅用地又は併用住宅用地）とする。ただし、一連の住宅用途の区域と用途を指定しない区域が道路や街区等で明確に区別されている場合は、この限りではない。
	遵守
	
	合・否

	
	イ　
住宅用途の敷地面積
	(ア)全区画が150㎡以上であること。
	遵守
	
	合・否

	
	ウ　
併設施設
	(ア) 住宅用途の区域内において、店舗、事務所等その他これに類する用途が住宅と併存する建築物については、その用途が住宅または周辺の居住者に風紀上、安全上及び衛生上又は生活環境を維持する上に悪影響を及ぼすおそれのないものとすること。
(イ) 住宅用途の区域内において、店舗、事務所等その他これに類する用途が住宅と併存する建築物については、住宅部分の床面積が  1/2 以上を占めるものとすること。
	遵守
	
	合・否

	(４)
景観
	ア 敷地の緑化
	住宅用途の区域内の区画について、以下の基準に適合
(ア)緑化面積は敷地面積の100分の5以上を確保すること。
(イ)敷地面積の100分の2以上の緑化面積については、接道部などに重点を置いた配置とすること。
(ウ)敷地の緑化については、制度要綱別表第４に規定する緑化基準によるものとする。
	配慮
	
	合・否

	(５)
付帯施設等
	ア 消融雪施設
	(ア) 原則住宅用途の区域内の道路には消融雪施設を設置すること。
	遵守
	
	合・否

	(６)建築協定等
	ア 建築協定等
	(ア) 住宅用途の区域には、建築協定を定め、項目 (１) (３) (４)について定めること。
	遵守
	
	合・否


別紙４（様式第９号関係）
宅地再構築促進事業補助金交付申請額の算定方法
宅地再構築補助費
	(a)　認定区画数
	区画

	(b)　１戸当りの補助金額
まちなか：７０万円、公共交通沿線：５０万円
	円

	(c)　＝(a)×(b)
	円

	(d)　補助限度額
まちなか：７，０００万円、公共交通沿線：５，０００万円
	円

	(e)　補助金交付申請額　
＝(c)と(d)のうち小さい額
	円


除却補助費
	(f)　除却に要した額（税抜）
	円

	(g)　(f)のうち補助対象外の額（監理費など）　
	円

	(h)　補助対象経費（(f)－(g)）
	円

	(i)　(h)の２分の１の額（千円未満切り捨て）
	円

	(j)　補助金交付申請額
＝(i)と補助限度額５００万円のうち小さい額
	円


宅地再構築促進事業補助金交付申請額
	(e)＋(j)の額
	円


様式第１１号（第１７条関係）
富山市まちなか・公共交通沿線宅地再構築促進事業補助金
交付申請取下書
　　　　年　　月　　日　
（宛先）富山市長
申請者　住所又は所在地　　　　　　　
氏名又は名称及び代表者氏名　
年　　月　　日付け富山市指令　第　　号で交付決定のありました富山市まちなか・公共交通沿線宅地再構築促進事業補助金について、富山市補助金等交付規則第７条第１項の規定により、申請を取り下げます。
記
取下げの理由
　○○○○のため。
